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§研究目的： 地方自治体の防災計画の多くは，自治体が大地震発生に際して災害対策本部を設置する基準は

震度４以上の場合が多い．この基準の識別は，有感地震情報等に依ることで明確である．他方，災害対策本部を廃

止する基準は，対象事象による危険がなくなったと認めるとき，あるいは災害予防対策及び応急対策がおおむね終

了したと認めるとき，というような記述が多い．廃止の判断ははなはだ困難である．通常の自治体では地震活動の

情報が少ないのが一般的であるので，責任者・担当者は判断に困惑する． 

 

平素から地域の地震活動状況を把握していることは地域住民にとって最大の地震防災対策と言っても過言でな

い．特に自治体行政担当者が時々刻々の地震情報を入手でき，さらに地域特有の条件や住民の要望を勘案した活用

が可能となれば，異常の出現や活動の終息などの判断もより正確になると考えられる． 

 

他方，多くの地震研究者は情報の提供者側の立場にあるが，提供する地震情報がどのように活用され，情報に

対して地域社会から何が求められているかについて必ずしも認識が充分とは言えない．情報流通の効率的方法につ

いても同様である． 

 

行政担当者と地震研究者の協同により，実際の行政の場において地震情報を流通・利活用することで，有効な

地震情報を構築しそれを効率よく活用する方法を研究することが本計画の目的である． 

 

§方法と進捗状況： 京都大学防災研究所では２００２年より２１世紀ＣＯＥプロジェクトが発足した．その

一環として，鳥取県と京都大学防災研究所附属地震予知研究センターは，協同して上記の目的のための計画を進め

ている．鳥取県は地震予知研究センター鳥取観測所が４０年来，地震観測を継続実施している地域で，各種調査研

究も進んでいる．１８７２年の浜田地震以来現在まで，山陰地方には大地震が頻発している．最近では２０００年

鳥取県西部地震が発生し，地震防災に対する意識も高く，行政当局も積極的である．以上の理由から，鳥取県との

協同を計画した． 

 

具体的には，鳥取県庁にて衛星からの地震波形データを受信・処理し，インターネットによる各種情報と併せ

て鳥取県を中心とする地域の地震活動状況の可及的迅速な把握が可能になるようなシステムを構築する．それを実

際の地震防災の場で試験適用し，自治体側からの要望を集約して，より有効な地震情報の構築とその流通システム

の改良を目指すものである． 

 

2004 年１月末日段階で鳥取県庁にシステムを設置し試運転を開始した．今後，運用に応じて出来する問題を解

決しながらシステムの改良を繰り返す予定である．その過程で，地震に詳しい行政担当者が増え，地域地震防災が

さらに充実することを期待している． 

 

§別記： 本共同研究は，以下の研究組織によって行われている． 
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